「ロシアにおける日本年」ＳＮＳフォトコンテストに関する
企画競争についての説明書

本件企画競争への参加を希望する者は，以下に記載する内容を十分理解した上で，企画書等を提出して下さい。

1． 業務の背景・目的
（1） ２０１６年１２月の日露首脳会談の際に，本年，日露両国で「ロシアにおける日本年」・「日本におけるロシア年」を同時開催することが決定，発表された。その際，両国外務大臣が署名した日本年・ロシア年に関する覚書において，政治，経済，文化，教育，科学，スポーツ，青年交流，自治体間交流等の幅広い分野において行事を開催し，両国国民の相互理解を促進することとされている。これを受け，ロシア各地において多数の文化行事を開催してきた。
（2） 本件事業は，幅広い年齢層の一般的なロシア人をターゲットとし，複数都市及びインターネット上で開催するものであり，本件事業により，日本の観光資源や居住地と日本の地方との地域間交流を含め，日本への関心を惹起し，新規の親日層・知日層を掘り起こすこととともに，日露間の観光交流や地域間交流の促進につながることが期待されている。

２．業務の内容
別紙仕様書のとおり。

３．提出する書類
（１）業務履行保証書　１部
（２）企画書　５部（うち，正本１部，写し４部。様式適宜。）　　　
（３）経費概算見積書（別封筒に厳封）　１部
（４）会社（団体）概要（日本語又は英語。既存のパンフレット等でも良い。）　１部
※なお，企画書の写しは電子メールでも提出すること。

４．企画書に記載する内容
　次の事項を，可能な限り具体的かつ詳細に記載のこと。
（１）実施の方針
（２）実施の方法
（３）実施する内容
（４）実施に向けたスケジュール
（５）実施に向けた人的体制

留意事項：公平な審査のため，企画書の写し４部については，会社（団体）名のほか，応募者が特定できる情報は削除（該当部分を黒塗り等）すること。削除すべき情報の具体例は以下のとおり。
○　応募者（会社（団体））名
○　会社（団体）代表者名
○　応募者が特定される関連団体・付属組織等の名称
○　会社（団体）の役員，業務従事者等の中で，事業の関連業界等において著名な者で，容易に応募者が特定される者の氏名，写真
○　会社（団体）の著作物（ロゴマーク，商品ブランド，刊行物等）の中で，事業の関連業界等において広く知られている物で，容易に応募者が特定される物の名称や写真

５．予算額
下記総額を上限額とし，上限額を超える企画は採用できない（１セント未満の端数は切り捨て。上限額には，付加価値税，その他本件業務に係る一切の経費を含む。）。

　総額　９４７，９０５．７２米貨ドル

留意事項：運営管理費は１０％を上限として計上することができる。なお，業務実施に必要な業務受託者の通信費及び消耗品費は上記予算から支出することとする。なお，見積書を作成する際には別紙参考情報も参照のこと。

６．審査方法等
（１）提出された企画書等をあらかじめ定めた審査基準（別紙「採点表」参照）により審査を行い，最高得点を得た企画を採用する（合格基準点６０点）。なお，第１位の得点を得た企画と僅差（第１位の得点の５％以内）の企画がある場合は，同等の評価を得たものと見なし，見積価格の最も低い企画を採用する。
（２）審査結果については，２０１８年２月上旬を目処に，この企画競争に参加した全ての者に対し，書面で通知する。
[bookmark: _GoBack]（３）在ロシア日本国大使館は，企画が採用された者（業務受託者）を含め，この企画競争への参加者に対し採点・審査結果の理由等について説明することはしない。当該参加者は，これに対し異議を申し立てることができないものとする。

７．個人情報の保護
（１）業務受託者は，業務の過程において取得し保有する個人情報（以下，「当該個人情報」という。）について，業務委託契約の期間中又は終了後のいかんを問わずその秘密を保持する義務を負うとともに，業務遂行の目的以外の目的のために利用してはならない。
（２）業務受託者は，当該個人情報を複製する必要がある場合には，その部数を必要最小限にしなければならない。
（３）業務受託者は，不要となった当該個人情報を速やかに廃棄しなければならない。契約の終了時も同様とする。
（４）業務受託者は，当該個人情報の漏洩等の事案が発生し又はそのおそれがある場合には，当該事案の発生した経緯，内容，被害状況等を調査し，速やかに在ロシア日本国大使館に報告しなければならない。

８．その他の留意事項
（１）本件企画競争の公示に記載されている内容（参加資格，企画書等提出期限等）を十分確認すること。
（２）この企画競争に参加を希望する者は，上記３の文書のいずれかを提出しない場合，虚偽の記載をしたことが明らかとなった場合又は記載に反することを行った場合は，この企画競争に参加する又は業務受託者に選定される資格を失うものとする。
（３）業務受託者は，業務の全部又は大部分を一括して第三者に委託してはならない。
（４）業務受託者は，第三者が既に有するものを除き，本業務に関する文章や写真等の全ての著作権（日本国の著作権法第２７条及び第２８条に規定する権利を含む。）を外務省に譲渡するものとし，在ロシア日本国大使館を通じて外務省の事前の許可を得ることなく，本業務に関する文章や写真等を利用し，公表し，又は第三者に提供・開示等することはできない。
（５）業務受託者は，本業務履行中に生じたハイジャック等を含む航空機事故等不慮の事態に関する責任につき，これを在ロシア日本国大使館又は外務省に問わないものとする。

（了）
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